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２－１．県北地域の国内長距離輸送に関する現状 

（１）九州の国内物流の特徴 
九州への関東・中部・関西方面からの貨物は、陸路・海路で北部九州に一度集荷され、九州各地

に輸送される物流システムとなっている。宮崎県からは上り荷が多く、下り荷が少ないとされてい

るが、関東・中部・関西方面からの下り荷がないわけではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲九州の国内物流の特徴 

  

２．県北地域の国内長距離輸送に関する現状と課題 

宮崎県からは、上り荷が多く、

下り荷が少ない 

北部九州に一度集約され、配送される 
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出典：平成26年度 交通政策白書
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（２）長距離トラック輸送の現状 

①トラックドライバー不足 

長距離トラックの労働力確保は厳しい状況にある。若い人が入ってこない。若い人は、そ

の日の内に家に帰れる仕事を求めており、家に数日帰れない仕事に就かない状況にある。募

集してもほとんど若い人が来ないため、トラックドライバーは全産業平均に比べて平均年齢

が高く、高齢化が進行しており、40 歳代以上のドライバー数の割合が増えている一方、若

年者のトラックドライバーは年々減少している。 

また、若い人で大型免許を取得する人も少ない。団塊の世代が引退した後の労働力不足を

懸念している。 

明るい話題としては、18 歳以上から 3.5t 以上～7.5t 未満が運転できる「準中型免許」が新

設されること。我々としては、高校卒業した人を雇いたかったが、これまでは実質 20 歳以上

でなければ中型免許を取ることができず、トラックの運転ができなかった。準中型免許が新設

されるおかげで、高校卒業後すぐに免許が取得でき新たな担い手と期待できる。 

（以上、宮崎県トラック協会のヒアリング結果を引用） 

ドライバー不足は日に日に深刻化しており、危機意識は広がってきている。企業間の協力体制

強化やドライバーの労働環境改善も含め、総合的な物流対策が求められている。 
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②法令順守（トラック運転者の労働時間等についての改善基準告示一覧など） 

荷主は、ドライバーの労働時間に関係なく依頼して

くる。しかし、延着があると荷物の遅れの責任はドラ

イバーに来るという問題がある。物流業者は、労働時

間の問題を最低でもクリアする必要があり、人材の確

保が難しい状況のなか、給与・福利厚生を含めて、他

産業以上に良くすることが求められる。現状だと、他

よりも労働条件が良いとはいえない。 

（以上、宮崎県トラック協会へのヒアリング結果を引用） 

なお、これまで「一般乗用旅客自動車運送事業以外

の事業に従事する自動車運転者の拘束時間および休

息期間の特例について（特例通達）」により、ドライ

バーのフェリー乗船時間のうち２時間（乗船時間が２

時間未満の場合にはその時間）を拘束時間、残りを休

息時間としていたが（上下船時のドライバーの作業時

間を考慮した措置であった）、2015 年 9 月 1 日か

ら、トラックドライバーのフェリー乗船時間は原則と

して全て休息期間として扱われるようになった。 

 

③モーダルシフト 

地域経済活動を支える上で物流の円滑化が非常に重要であるが、物流の主たる手段であるトラッ

ク輸送は、現在様々な問題を抱えている。特に、法令順守、輸送コスト、ドライバー不足が深刻で

あり、改善に向けた動きとして、関東・中部・関西方面への輸送手段として海運をはじめモーダル

シフトの動きがみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

トラック 

法令遵守 人材不足 
（高齢化） 

モーダル 
シフト 

フェリー・ＲＯＲＯ船 フェリー 

ＲＯＲＯ船 

鉄道貨物
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④トラック運送業の生産性の向上･労働条件改善 

近年の我が国の物流は、トラック積載率が 41％に低下するなど様々な非効率が発生しており、生産

性を向上させ、将来の労働力不足を克服し、経済成長に貢献していくことが必要であるため、国では、

①荷主協調のトラック業務改革、自動隊列走行の早期実現など「成長加速物流」、②受け取りやすい宅

配便など「暮らし向上物流」を推進。物流事業の労働生産性を２割程度向上させることを目標に検討

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省作成資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央協議会資料」国土交通省・厚生労働省 
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（３）港湾のサービスと利用実態 

①細島港のサービス 

重要港湾である細島港の定期国内長距離輸送は、RORO 船及びコンテナ船による運航がされてお

り、RORO 船の大型化やデイリー化が望まれている。 

■RORO 船 

・細島-大阪  八興運輸（大阪-千葉 大王海運） 

・細島-東京  川崎近海汽船 

■コンテナ船 

・細島-神戸（井本商運、OOCL） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲細島港の概要 

出典：宮崎県ＨＰみやざきの港 2016
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②細島港の背後圏 

現状では細島港の運航サービスが高いとはいえず、細島港を利用する背後圏は延岡市や日向市を

中心とする狭い地域に限られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○細島港 細島-大阪  八興運輸（週３便）  細島-東京  川崎近海汽船（週２便）

【九州からの出荷】                        【九州外からの入荷】 

出典：H22 年物流センサス（３日間調査）

バルク貨物と想定される貨物を除いている。

○宮崎港 宮崎-神戸  宮崎カーフェリー（週７便） 

【九州からの出荷】                        【九州外からの入荷】 
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(時間)

荷役 荷役 荷役 荷役 荷役

(時間)

荷役 荷役 休憩 荷役

熊本県・鹿児島県

90分 90分 90分 90分

３時間 ３時間

3 4 5 6 7 8

宮崎県内

0 1 2

6 7 8

拘束時間：８時間

0 1 2 3 4 5

１往復 ２往復

1往復

 

③各港湾からの時間圏 

東九州地域各港からの時間圏について、現況と道路整備進捗時の変化について整理する。 

所要時間は、交通量推計における配分速度（終速）を用いる。 

 

▼時間圏作成の条件 

 

 

 

 

 

 

港湾背後圏については、ドライバーの労働条件から、宮崎県であれば 1 日 2 往復できる想定の

片道９０分、熊本県や鹿児島県は 1 日 1 往復できる想定の片道 180 分がひとつの目安となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ▲所要時間の設定（根拠イメージ） 

  

片道９０分 

２往復できることを想定 

片道１８０分 

１往復できることを想定 

対象とする港
現況
（一般道のみ）

現況
（高速道利用）

将来
（九州中央道＋
東九州道利用）

60分・90分 120分・180分

・臼杵港（フェリー） ○ ○ ○ ○
・細島港（ＲＯＲＯ） ○ ○ ○ ○ ○
・宮崎港（フェリー） ○ ○ ○ ○
・志布志港（フェリー） ○ ○ ○ ○

ネットワーク 時間圏
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細島港を中心として将来的には 90 分で五ヶ瀬町付近へ到達できるなど、九州中央道沿線で背後

圏が広がる。 

■60 分圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■90 分圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：Ｈ28 年国土交通省延岡河川国道事務所提供
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さらに、将来的には細島港から 180 分で熊本市内に到達できるようになり、九州中央道沿線で

大きく時間圏の拡大が図られる。 

九州中央道全線開通は、細島港の背後圏拡大による物流サービスの向上と効率化が期待されると

ともに、モーダルシフトやドライバーの労働環境改善にも寄与できる。 

■120 分圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■180 分圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Ｈ28 年国土交通省延岡河川国道事務所提供
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２－２．県北地域の国内長距離輸送に関する課題 
 

県北地域の物流課題は、①船舶サービス（荷主・運送）、②陸上サービス（荷主・運送）、③船主企業経

営（船主）の視点から、以下のような項目が挙げられる。 

 

■地域の物流課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 運航サービス（運航頻度、航路数） 

 輸送量の拡大 

 リードタイム※4 の短縮 

 

 ストック機能不足 

 ロット※5 不足によるコスト増 

 載せ換えによるコスト増 

 シャーシ※6 への投資 

 

 潜在需要の確保、安定的な貨物の確保 

 荷主企業の人手不足 

 シャーシの効率的な運用 

（上り下り、生産地･消費地と港湾） 

 港湾利用の確実性向上 

 運航サービスの情報拡大 

船舶サービス【荷主･運送】 

陸上サービス【荷主･運送】 

 高速道路料金の負担 

 高速道路ネットワークの強化 

 地震津波の発生 

 ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの労働条件の確保 

船主企業経営【船主】 

 燃料高騰時のリスクヘッジ※7 

 新造船への投資 

 岸壁･ふ頭用地の確保 
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（１）船舶サービスの課題 
細島港が九州のなかでも関東・中部・関西に近いメリットを活かして、船舶サービスの強化により、

優位性を高めることが必要である。 

 

 

 

■船舶サービスの課題 

項   目 現状と課題 

運航サービスの向上 ・細島港の国内定期航路の航路数や運行頻度は、九州各港に比べて低いため、

出荷する産品や製品の特性によっては利用が制限される。 

関西方面：ＲＯＲＯ船（はっこう 21）で週３便運航 

関東方面：ＲＯＲＯ船（南王丸）で週２便運航 

・デイリー運航※8 でないため、出荷する製品などの特性によっては、利用が

制限される。 

・運航サービスが低いことから、他港に比べ背後圏が狭い。 

輸送量の拡大 ・シャーシでは、はっこう 21 で 45 台、南王丸で 126 台が現状の積載枠で

あり、今後細島港の利用を増やす上では、限られた積載枠となっている。 

・枠にあふれた場合、他ルート輸送による物流コストが増加するだけでなく、

後の物流行程の効率性が低下し、トラックドライバーの労働環境も低下す

る。 

リードタイムの短縮 ・他手段に比べて目的地までに比較的多くの所要時間（リードタイム）を要

する。 

・また、延岡・日向地域から関東市場への出荷では、空路以外はいずれも３

日目販売となり、青果市場への生鮮品輸送面で他地域と比較すると競争力が

低い。 

荒天時の対応 ・九州は台風の通過路上にあり、荒天時には運休が発生し、陸路に切り替え

なければならない場合がある。 

運航サービスの情報

拡大 

・細島港の知名度が低いことから、物流の選択肢に入っていない。 

・港湾利用に関するサービス、支援制度等に関する情報発信が不足しており、

荷主が船便を利用する機会を逸している。 

・熊本方面、関西・関東方面の需要の情報入手が非効率。 

・企業間の情報交換、マッチングなど情報を入手する機会が少ない。 

 

  

○船舶サービスの質・量の強化 

○細島港を選択してもらうための情報提供、優位性の向上 
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（２）陸上サービスの課題 

無料区間である九州中央道などの道路ネットワークの充実による背後圏の拡大とともに、効率的に

貨物を集荷し、ストックや仕分け、配送する仕組みづくりが必要である。 

 

 

■陸上サービスの課題 

項   目 現状と課題 

ストック機能不足 ・県北地域で活発な工業を中心とした企業は、原材料を輸移入し、製品を輸

移出するため、大量の貨物を輸送する。ユーザーのオーダーによっては、材

料や製品を保管する必要があり、特に景気低迷時は大量のストック施設が必

要になることから、物流コスト削減には安価な倉庫が求められている。 

・また製材など製品によっては、濡らさないための倉庫が必要であるが（濡

れると商品価値が低下する）、細島港は背後地にスペースや倉庫が少ない。 

・倉庫に関しては、固定資産税の減免措置が望まれる。 

ロット不足によるコス

ト増 

・RORO 船でのシャーシ輸送は大量輸送であるため、農産品など少量では物

流コストが割高になる。また、載せ替えは、コストの増加、製品へダメージ

が懸念される。 

・工業製品の場合も自社に一定量のストックが可能な倉庫を有している企業

が少なく、小ロットで多頻度出荷している企業が多い。 

載せ換えによるコス

ト増 

・倉庫と工場が離れているなど、保管や出荷に際して港湾内で製品の移動や

載せ換えが必要となる。製品によっては運べる車が限られ積載効率も悪くな

るため、製品も原料も横持ちによるコストが増加する。 

・RORO 船の場合、シャーシに１回積んだらそのまま客先へ行くため荷物へ

のダメージが少ない。内航船の場合は、倉庫⇒トラック⇔スリングベルト※9

で荷役⇒船内での荷崩れ等ダメージが大きく、商品価値が低下する。 

シャーシへの投資 ・RORO 船の利用には、シャーシがないと貨物を輸送できないが、物流企業

のシャーシの複数保有は、初期投資や維持管理費がかかり負担が大きい。 

高速道路料金の負

担軽減 

・物流企業は高速料金の負担が大きいため、高速道路の有料区間への利用転

換が進んでいない。 

高速道路ネットワー

クの強化 

・速達性や定時性、安全性の確保から、東九州自動車道の 4 車線化が求めら

れている。 

・熊本方面との連携強化から、九州中央自動車道の早期整備が求められる。

・交通渋滞や安全性の確保、高速 IC へのアクセス向上から国道 10 号の拡幅

が求められている。 

地震津波発生時の

被害軽減 

・東九州地域沿岸は、南海トラフ巨大地震の発生が予想されており、現在の

臨海部への物流機能の集積は、地震津波発生時には大きな被害が懸念され

る。被災時においても物流機能を維持・継続させるために内陸部への機能分

散、連携を図るなどのリスク対応が求められる。 

ドライバーの労働条

件の確保 

・人口減少や厳しい労働条件、賃金が高い地域へのドライバー流出により、

地方の労働力不足は深刻化している。トラックドライバーの労働環境の確保

のため日帰り圏内の輸送が求められており、より効率的な物流システムの構

築が期待される。 

○九州中央道などの道路ネットワークを活用した背後圏の拡大 

○効率的で経済的な陸上サービスの構築 
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（３）船主企業経営の課題 

細島港を支える船主企業にとって、人材確保や船舶サービスの維持・向上のためのコスト負担は大

きな問題となっている。そのため、細島港を利用する安定的な貨物需要を確保し、船主企業の経営を

下支えする仕組みが必要である。 

 

 

 

 

■船主企業経営の課題 

項   目 現状と課題 

潜在需要の確保、

安定的な貨物の確

保 

・細島港は現状の輸送頻度や輸送枠など運航サービスの状況から、利用され

る品目は工業製品等が中心となっており、また、東九州道が開通する以前は

高速道路ネットワークが脆弱で背後圏が狭い状況にあった。 

・東九州道や九州中央道等の開通による高速道路ネットワークを活かすとと

もに、これに合わせて運航サービスや陸上サービスを高めることで、細島港

を利用できる背後圏を広げていくことが、潜在需要の確保や安定的な貨物量

を確保する上で重要であり、細島港の活性化に繋がる。 

荷主企業の人手不

足 

・少子高齢化による人口減少で労働力が不足している。 

・トラックドライバー、船員など物流関連の労働力不足は深刻。 

・荷主企業の労働力不足は、貨物量の減少につながり、物流業者にも影響す

る。 

シャーシの効率的な

運用 

・シャーシ輸送は無人化のためドライバーの労働時間問題はクリアできる。

・しかし、関西/関東にも事業所・営業所がないと運用が難しい。 

燃料高騰時のリスク

ヘッジ 

・東日本大震災時は、海上輸送のみが機能した事例があり、燃料の高騰時に

も船舶を使い続け船舶サービスを維持することが、物流のリスク分散の上で

重要である。 

新造船への資金調

達 

・デイリー化を進めるためには新造船の建設が必要であるが、民間の物流業

者にとっては負担が大きい。 

岸壁･ふ頭用地の確

保 

・はっこう２１に代わる新たな船舶の投入や新規航路の開設による運航サー

ビスが強化された場合には、既存バースでは機能不足となる。 

・延岡市や日向市周辺では、新規立地企業が増加傾向にあるが、細島港周辺

には企業誘致のための用地が不足している。 

 

○細島港を中心とした運航サービス・陸上サービスを強化することで、背後圏を

拡大し、安定的な貨物需要を確保 

○荷主や物流企業の人材確保が細島港の活性化にもつながる 


